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本日の内容

１ 地震防災戦略

２ 地震火災対策～防災まちづくりの取組～
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横浜市の地震対策の変遷
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過去の大規模災害による被害と教訓

阪神・淡路大震災 東日本大震災

発生日 1995年１月17日 2011年３月11日

被害の特徴
建築物の倒壊による圧迫死が多数発生
長田区を中心に大規模災害が発生

大津波により、沿岸部で甚大な被害が発生、多数の
地区が壊滅

死者・行方不明者 約6,400名 約22,300名

建物全壊 約105,000棟 約122,000棟

災害後の
制度変更・
変化・教訓

全般

・住宅、公共建築物の耐震補強

・地震保険の普及

・災害ボランティアの定着

・地域防災拠点の整備【市】

・「防災」から「減災」への転換

・「自助・共助」の推進

・帰宅困難者対策の強化
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東日本大震災の教訓を踏まえた取組

行政の被災により「公助」の限界 が明らかに

■ 「減災目標」と「地震防災戦略（アクションプラン）」の策定

■ 自助・共助の推進（地域防災力の向上）

（横浜市災害時における自助・共助の推進に関する条例、よこはま防災市民憲章【市】）

「自助・共助」の重要性の再認識

「防災」から「減災」への転換
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地震防災戦略における減災目標と取組

 想定被害を着実に減らすための減災目標を設定

 減災目標を達成するための対策を効率的・効果的に推進

基本目標Ⅰ
被害を最小限に抑える

基本目標Ⅲ
被災者の支援と早期復興を図る

基本目標Ⅱ
発災時の混乱を抑え、市民の命を守る

目標１：死者数50％減少
（約3,260人から約1,630人減少）

目標２：避難者数55%減少
(約577,000人から約322,400人減少)

目標３：建物被害棟数（全壊・焼失）50％減少
（約112,000棟から約56,000棟減少）

目標１：帰宅困難者の安全確保

目標２：災害対策本部の機能強化と
適切な情報発信

目標３：医療、緊急時の交通の確保

目標１：避難者の安全・安心の確保

目標２：被災者の早期生活再建支援

目標３：被災中小企業支援など早期の
経済再生

横浜市地震防災戦略
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地震防災戦略（災害に強いまちづくり）
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地震防災戦略（災害に強いひとづくり）

広報・啓発
・ハザードマップ
・防災よこはま
・広報よこはま
・横浜防災フェア
・横浜市避難ナビ

体験
・横浜市民防災センター
・ＡＲ（拡張現実）
・ＶＲ（仮想現実）
・防災訓練

地域防災の担い手育成
・防災・減災推進研修
・マイ・タイムライン

作成研修
・防センアカデミー

防災活動支援
・防災力強化の取組への補助金 ・防災アドバイザー派遣 ・防災訓練の支援

防災教育
・自分防災ハンドブック
・はまっこ防災プロジェクト
・防災学習コンテンツ
・よこはま防災e-パーク
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※有効数字3桁
※横浜市地震被害想定調査(H24.10）より

0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000 80000 90000

傾斜地崩壊

液状化

地震倒壊

火災焼失 77,700

34,300

204

154

表 横浜市での最大クラスの地震（元禄型関東地震）による建物被害想定（H24）

全体の７割が
火災による焼失

地震火災対策の取組の経緯
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Sheet1

				系列 1		列2		列1

		傾斜地崩壊 ケイシャチチホウカイ		1154

		液状化 エキジョウカ		1204

		地震倒壊 ジシントウカイ		34262

		火災焼失 カサイショウシツ		77654







地震火災対策の取組の経緯

平成23年３月11日
東日本大震災 発生

特定地域に集中

重点的に対策を講じる
対象の地域を絞り込む

※市域の約12％の地域（主に右図 赤、橙、黄
部分）に全焼失棟数のおよそ80％が集中

平成24年
横浜市の地震被害想定を見直し

元禄型関東地震による焼失棟数
（冬18時：風速6m/s）

地震による建物の焼失棟数や死者が

焼失棟数
（棟/50mメッシュ） 11



地震火災対策の経緯

重点対策地域
対象地域のうち、火災
による被害が特に大き
いと想定される地域
（約1,140ha)

対策地域
対象地域のうち、重点
対策地域（不燃化推進
地域）を除く地域（約
3,960ha)

「密集市街地」※R5年度から「横浜市密集市街地における
地震火災対策計画」に計画を更新

・建物被害棟数（全壊・焼失）の半
減という減災目標の達成に向け、
建築物不燃化、防災まちづくり活
動の支援等の取組を位置付けた
「横浜市地震防災戦略における地
震火災対策方針※」を平成26年に
定め取組を開始。

・重点対策地域において、新築され
る建築物の防火性能の基準を、
準耐火建築物以上とする「新たな
防火規制」を平成27年に導入。
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建物不燃化の取組～防火規制と補助

＜防火構造建築物＞
・外部からの火を防ぐ
（最低30分）

＜準耐火建築物＞
・外部からの火を防ぐ（最低45分）
・内部の火を他の部屋や外に出さない

耐火性能が上がる一方で建築コストも上がってしまう

建築物の不燃化等～新たな防火規制
◇防火構造と準耐火構造の違い 重点対策地域と一部の対策地域にお

いて、

①古い建築物の除却(解体)
②耐火性能の高い建築物の新築

の工事を行った場合、

それぞれ最大１５０万円※

の補助を実施

※除却：最大150万円
新築：最大150万円

建築物不燃化推進事業補助
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「延焼遮断帯」の形成～地震火災対策重点路線

「地震火災対策重点路線」として、延焼範囲を
分断する都市計画道路を整備するとともに、沿道
の建築物の不燃化促進を図り、延焼遮断帯を形成
することで延焼被害の軽減を図る。

延焼遮断帯

道路整備及び沿道建築物不燃化
六角橋線（神奈川区）
汐見台平戸線（南区）
泥亀釜利谷線（金沢区）

沿道建築物不燃化
山元線（中区）
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地域防災力･消防力の向上等～防災力を向上させる施設整備

消防活動の円滑化や避難の迅速化を図るため狭あい道路の
整備を促進

◆狭あい道路の拡幅整備

狭あい道路の拡幅事例（R4年度整備）
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地域防災力･消防力の向上等～防災力を向上させる施設整備

西戸部羽沢西部公園（令和５年度整備）西戸部羽沢西部公園（令和５年度整備）

◆防災設備を備えた公園の整備
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地域防災力･消防力の向上等～防災力を向上させる施設整備

◆防火水槽の整備

直径 約6.5ｍ

深さ
約5.5ｍ
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地域防災力･消防力の向上等～地域住民による取組の支援

⑪唐沢･平楽･八幡町地区
防災まちづくり協議会

①鶴見区市場西中町
まちづくり協議会

⑦東久保町夢まちづくり
協議会

⑧一本松まちづくり
協議会

⑨住みよいまち・本郷町
３丁目地区協議会

③浦島町防災
まちづくり部

⑫三春の丘まちづくり協議会

⑯寺前東町・寺前西町・金沢町
まちづくり協議会

⑭滝頭・磯子まちづくり協議会

⑰金沢地区防災まちづくり協議会

④六角橋商店街連合会

⑬井土ケ谷上町第一町内会

⑮岡村中部自治会
地域まちづくり推進委員会

重点対策地域（不燃化推進地域）約1,140ha
対策地域 約3,960ha
地域住民によるまちづくり協議会の

活動支援等を行っている地区 約400ha

②下野谷1･2丁目
防災まちづくり協議会

⑤白幡上町自治会

⑥北町ぼうさいアクション

⑩鷺山竹之丸町内会
（防災マップ＋）

地域の方が主体的に、防
災まちづくり活動を行う組
織として「防災まちづくり
協議会」を設立し防災上の
様々な課題解決に向けた活
動を行っています。
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地域防災力･消防力の向上等～地域住民による取組の支援

□活動開始 :まちあるき □計画検討

□地域まちづくりプラン等作成 □防災広場での防災訓練
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地域防災力･消防力の向上等～地域住民による取組の支援

自治会町内会などが行う防災施設（避難経路、防
災広場、防災設備）の整備等に対して補助を行う。
＜メニュー（抜粋）＞
・「まちの避難経路」行き止まり改善

行き止まりに扉を設置し、避難経路を確保
・「まちの防災広場」整備

災害時に地域防災の活動の場となる広場の整備
・「まちの防災設備」設置

防災倉庫や防災井戸、避難看板の設置など

身近なまちの防災施設整備時用補助

▲行き止まり解消のための扉設置 ▲防災用井戸のポンプ整備

□整備例

避難経路 防災設備

従前
従後

防災広場
▲老朽空き家を解体し広場を整備
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感震ブレーカー設置促進事業・家具転倒防止対策助成事業

自力で家具転倒防止器具を取り付けることが困難
な高齢者や障害者等のみで構成される世帯などに対
し、建築士、建築施工管理技士等が調査訪問し、取
付を行う

地震火災対策に有効な感震ブレーカーの設置促進
のため、市内の自治会・町内会や地震火災対策計画
における対象地域内の個人を対象に、購入費用の補
助・助成や取付け支援を行う

令和６年度（変更後） 令和５年度（変更前）

対象エリア 市内全域
対象地域

（重点対策地域・対策地域）

予算件数
【全市】 6,000件
【対象地域】 900件

1,600件

対象者
【全市】自治会・町内会

【対象地域】自治会・町内会、個人
自治会・町内会、個人

補助内容
・器具購入費用の補助
・取付支援（個人）（※対象地域のみ）

・器具購入費用の補助
・取付支援（個人）

感震ブレーカー設置促進事業 家具転倒防止対策助成事業
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10年後に目指すまちの姿 ―燃えにくく、住みやすいまちへ―
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新たな地震防災戦略の検討状況

能登半島地震の状況等を踏まえ、新たな地震防災戦略の検討を進めています。

【主な視点】

ア 被災者支援

避難所環境、物資、要配慮者支援、
多様な避難への支援など

イ 災害が起きる前からの備え（災
害に強い人づくり、地域づくり）

地震火災対策、耐震化、防災意識の
啓発など

ウ 災害時の拠点強化

旧上瀬谷通信施設地区への広域防
災拠点の整備など

エ 公共インフラの強じん化の加速

橋梁、道路がけ、上下水道の耐震化
など
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